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建物を良質なまま維持し社会のストックとするためには定期的な維持管理計画の立案と実施が必要不可欠である。特に

寒冷地において断熱材が用いられた住宅は内外温度差が大きくなるため，湿害が生じやすく，適切な維持管理を行ってい

ないと大きなトラブルとなってしまう。本報告では，高断熱住宅のトラブルやメンテナンスの実態を把握することで，高

断熱住宅の劣化のフロー図を作成し，それに対応する点検，メンテナンス手法について整理し，住宅の建設から将来の売

却，流通までのライフサイクルコストについて，維持管理がどのような影響を与えるのかについて検討した。 
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A STUDY ON PLANNING OF INSPECTION AND MAINTENACE AND  
FOR ENERGY EFFICIENT HOUSES IN COLD CLIMATE AREA 

              - Impact of maintenance on lifecycle cost considering resale -  

 
Ch. Taro Mori 

Mem. Aiko Nakazaki, Michifumi Hattori, Keigo Miki, Noriaki Higaside 

  To maintain buildings in good condition and to make them a stock of society, it is essential to plan and implement a regular maintenance 
management plan. In cold climates, the temperature difference between the inside and outside of a house is large, and moisture damage 
is likely to occur, which can cause serious problems if proper maintenance and management is not carried out. In this report, we made a 
flow chart of the deterioration of highly insulated houses by investigating the actual conditions of problems and maintenance and 
organized the corresponding inspection and maintenance methods. In addition, we examined how maintenance management affects the 
life cycle cost of a house from construction to sale and distribution. 
 
1.研究の目的 

1.1 研究の目的 

 建物を良質なまま維持し社会のストックとするために

は定期的な維持管理計画の立案と実施が必要不可欠であ

る。例えば，長期修繕計画は，分譲マンションの管理運

営上非常に重要な事項であるので，通常は管理規約にお

いて長期修繕計画の作成を管理組合に義務付けている場

合が多く，計画的に実施されている間は価値が維持され

ている場合が多い。一方，戸建て住宅ではこのような計

画の立案，実施が行われないことが多く，老朽化ととも

に資産価値を失ってしまうことが多い文 1，2)。特に寒冷

地において断熱材が用いられた住宅は内外温度差が大き

くなるため，湿害が生じやすく，適切な維持管理を行っ

ていないと大きなトラブルとなってしまう文 3）。人口減

少下の社会においては，このような住宅は買い手がつか

ないため，放置され空き家化し，地域の価値を毀損する

場合もある。そこまでいかなくとも，施主が建設に要し

た資金（地域に対する投資とも考えられる）は解体によ

って失われてしまう。我が国の地方の将来を考えた場合，

将来的にも十分な性能を持った住宅が建設され，また，

それが適切に管理されつつ流通されることは，地域の維

持にとって非常に重要である。そこで，本報告では，1）

高断熱住宅のトラブルやメンテナンスの実態を把握する

ことで，2）高断熱住宅の劣化のフロー図を作成し，ま

た，それに対応する 3）調査・点検，メンテナンス手法

について整理し，そのフロー図を用いることで，4）住

宅の建設から将来の売却，流通までのライフプラン（ラ

イフサイクルコスト）について，維持管理がどのような

影響を与えるのかについて検討した。 

 

1.2 「住生活の向上」との関係 

 地方都市における人口減少に伴った空き家問題は最も

＜参考文献＞

　1) 熊本県危機管理防災課 : 平成 28（2016）年熊本地震等に

係る被害状況について（第 284 報）, https://www.pref.

kumamoto.jp/kiji_15459.html, 2018.11（参照 2020.11.18） 

　2) 熊本県健康福祉政策課: 応急仮設住宅等の入居状況の推移, 

https://www.pref.kumamoto.jp/soshiki/27/51303.html, 

2020.5（参照 2020.11.18） 

　3) 会計検査院 : 被災７県における応急仮設住宅の供与

の 状 況 , https://report.jbaudit.go.jp/org/h23/

ZUIJI7/2011-h23-3803-1.htm#3_3, 2012.10（ 参 照 

2020.11.18）

　4) 米野史健 : 仙台市内の応急仮設住宅としての民間賃貸住宅

の借り上げにおける入居の実態－東日本大震災 1 年後の借

り上げ仮設住宅居住者へのアンケート調査より , 日本建築

学会計画系論文集 , 第 78 巻 , 第 689 号 , pp.1589-1596, 

2013.7

　5) 新井信幸・米野史健 : 仙台市内の民間賃貸借り上げ仮設住

宅での被災者の入居プロセスと居住実態 , 日本建築学会計

画系論文集 , 第 79 巻 , 第 700 号 , pp.1401-1406, 2014.6

　6) 古山周太郎・米野史健 : 岩手県大船渡市の借り上げ仮設住

宅居住世帯の入居経緯と再建動向 市内で物件を確保した世

帯へのアンケート及びヒアリング調査より , 日本建築学会

計画系論文集 , 第 81 巻 , 第 719 号 , pp.163-170, 2016.1

　7) 米野史健 : 岩手県の借り上げ仮設住宅における退居及び居

住地移動の実態 , 日本建築学会計画系論文集 , 第 83 巻 , 

第 746 号 , pp.717-723, 2018.4

　8) 米野史健 : 宮城県の借り上げ仮設住宅における入退去時の

市町村間移動の実態 , 日本建築学会計画系論文集 , 第 83

巻 , 第 748 号 , pp.1091-1098, 2018.6

　9) 山田龍雄 : 災害時における「みなし仮設住宅」供与の実態

と課題 ,地方自治ふくおか , 70, pp.15-32, 2020.4 

　10) 佐藤慶一・翠川三郎 : 首都直下地震後に利用可能な賃貸

住宅空家の分布の把握 , 地域安全学会論文集 , 9, pp.47-

53, 2007.11

　11) 池永知史・郷右近英臣・目黒公郎 : 空き家利用による応急

仮設住宅制度の実現可能性に関する分析 , 地域安全学会論

文集 , 30, pp.13-23, 2017.3

　12) アットホーム株式会社 : アットホームデータセット , 国

立情報学研究所情報学研究データリポジトリ , ( データ

セット ), https://doi.org/10.32130/idr.13.1, 2020.12

（参照 2021.9.17）

　13) 内閣府 : 災害救助法の適用状況 , http://www.bousai.

go.jp/taisaku/kyuujo/kyuujo_tekiyou.html, 2014. 4（参

照 2020.11.18）

　7） ８市町村のうち，南阿蘇村および御船町の家族構成データ

の記載方法が他６市町村と異なっていたため，家族構成の

集計に関しては６市町村を対象とした。

　8） 第４章以降の調査対象である８市町村に，回答を得られた

甲佐町を加えた計９市町村に対してアンケート調査を実施

した。

　9） 平成 25 年住宅・土地統計調査の「腐朽・破損なし賃貸用空

き家数」（A）は 2013 年時点のデータであるため，地震発生

（2016 年）までの 3年間の住宅ストック数の増減は反映され

ていない。

　10） 受入数が入居可能な賃貸用空き家数を超えた要因として

は，①御船町の賃貸住宅数が平成 25 年から増加していた，

②御船町の「賃貸用空き家の腐朽・破損率」が熊本県の「賃

貸用空き家の腐朽・破損率」に比べ低かった，③空き民間

賃貸住宅のうち半壊以上の被害を受けた割合が御船町の被

災世帯割合よりも小さかった，④半壊以上の罹災判定を受

けた物件でも借上型仮設住宅として活用された等が考えら

れる。

＜研究協力者＞

　鹿島悠平　九州大学大学院 芸術工学府 修士課程

　　住総研   研究論文集 · 実践研究報告集 No.48, 2021 年版　　109



2 
 

 

 

深刻な都市問題の一つである。しかし，わが国では人口

減少率が高いにも関わらず，現在も高い新築率であり，

都市域の拡大を伴った新築住宅の建設がつづくとインフ

ラの維持域の拡大等，都市経営上の問題も生じるとされ

ている。また，欧米各国が中古住宅の流通を活性化させ

ることで，新築住宅建設への投資を住宅資産額として維

持している一方で，わが国ではそれを取り壊してしまう

ことで，先人達の投資を一旦ゼロにしてしまうため，投

資と資産の間に大きな差が生じている。この状態の有力

な対処方法のひとつが住宅を適正に維持管理して，次の

住民に引き継いでいくことである。 

 本研究では，高断熱住宅のトラブルやメンテナンスの

実態を把握することで，高断熱住宅の劣化フロー図を作

成し，流通も含めたライフサイクルコストの検討を行っ

た。 

 

2.NPO 住宅 110 番データの分析 

2.1 解析の概要 

 住宅関連のトラブルの概要を分析するために NPO 住宅

110 番のアーカイブデータの分析を行った。NPO 住宅

110 番は「よりよい住まいづくりのプロセスを提供する」

目的で札促社が平成 12 年から運営しているサイトであ

る。NPO 住宅 110 番へは住宅を建てたり，マンションを

購入したりした方，建設，購入を予定している方から長

年，疑問や質問が寄せられ，ボランティアとなっている

専門家との間で議論が交わされており，購入者が住宅の

取得に関して不安や不満に感じる点，また，それに対し

て専門家がどのように回答を行っているかが蓄積されて

いる。特に，2010 年からは自社のサーバーで運用を行

っており，データベースとして利用が可能であった。そ

こで本節では，そのデータベースに対して形態素解析を

行い，名詞を取り出し，どのような項目に対して多くの

質問が寄せられているのか分析を行った。 

2.2 分析手法 

 図 2-1 に NPO 住宅 110 番へのひと月ごとの投稿数を示

す。2011 年の後半には 300 を超える投稿がひと月にあ

ったが，それ以外の時期は 100～200 の投稿が毎月行わ

れており，SNS が全盛期の時代でもこのように投稿数が

維持されているのは多数の専門家がボランティアとして

協力して回答を行い，運営にあたっていることが要因と

考えられる。表 2-1 にデータベースの一例を示す。デー

タベースは sql ファイルとなっており，投稿日時，投稿

者 ID，投稿 ID，回答 ID（どの投稿に対する回答かを判

別するための ID），タイトル，本文，その他となってい

る。表 2.1 の事例では屋根裏の断熱に関する疑問が投稿

され，この施工方法に関して，専門家の数人と議論が行

われ，全投稿数は 5 件であった。なお，分析を行う前に，

あいさつ文，重投稿，空欄，記号等をなるべく取り除い
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日日時時，，投投稿稿 IIDD，，回回答答 IIDD  
2012-05-01 21:34:37,4842,0 
タタイイトトルル：：屋根裏断熱 
本本文文：：木造軸組の平屋です。屋根裏断熱で断熱材はロックウ

ール７５mm です。ユニットバスの上はユニットバス自体が断

熱されているという理由で５０mm のｽﾀｲﾛﾌｫｰﾑでポーチと干

場は居室ではないということで断熱材はされてません。一応両

方とも屋根のしたです。あと玄関部分だけ天井断熱になってま

す。このような施工で屋根裏断熱は大丈夫なのですか？ 
回回答答例例（（複複数数のの回回答答ののううちちののひひととつつ））：：屋根裏断熱の仕様と記

述されておりますが、天井裏断熱としっかりとした区別を持っ

て施工すべきです。屋根裏断熱とは、瓦などの屋根材の下に断

熱材を施す方法です。この場合は、屋根材と断熱材との間に最

低 6 センチ以上の通気層を用いる必要があります。沖縄のよう

に緯度の低い地域では太陽高度が高くなり、屋根材の受熱量が

膨大となり（以下，略） 

図 2-1 NPO 住宅 110 番の投稿数 

表 2-1 データベースの例 

図 2-2 タイトルの形態素解析結果 
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て施工すべきです。屋根裏断熱とは、瓦などの屋根材の下に断

熱材を施す方法です。この場合は、屋根材と断熱材との間に最

低 6 センチ以上の通気層を用いる必要があります。沖縄のよう

に緯度の低い地域では太陽高度が高くなり、屋根材の受熱量が

膨大となり（以下，略） 

図 2-1 NPO 住宅 110 番の投稿数 

表 2-1 データベースの例 

図 2-2 タイトルの形態素解析結果 
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たうえで，形態素解析を行った。また，研究の趣旨から

は寒冷地の住宅に限定したものを取り出すべきであった

が，データベースに投稿者の居住地情報を示すものがな

かったため両者を分別することは難しかった。多くのデ

ータは Replan の発行地域である寒冷地に偏っていると

考えられるが，このデータベースはすでに 10 年以上運

用されており，それ以外の地域からの投稿と思われるも

のも多くあった。態素解析には R 版の MeCab である

RMeCab を用いた。MeCabは 京都大学情報学研究科，NTT

コミュニケーション科学基礎研究所共同研究ユニットプ

ロジェクトを通じて開発されたオープンソースの形態素

解析エンジンである。 

 

2.3 解析結果 

 図 2-2 にタイトルの形態素解析の結果を示す。全部で

4077 の質問タイトルがあり，そのなかに出現する出現

頻度が 50 以上のものを降順で表示した。基礎が最も多

く，それ以外でも外壁（壁），床，屋根というような住

宅の部分についての名詞がトップランクに表れている。

特に基礎が多く，「基礎の気泡とジェンカ（ジャンカ？）

について」，「基礎が途中で途切れています」，「基礎断熱

の床下結露」等の施工後のトラブルに関する内容が多く

なっている。また，水，雨漏り，音，ビなどの建物に生

じたトラブルに関する内容も多くなっている。 

 図 2-3 に本文の形態素解析の結果を示す。タイトルと

同様に 4077 の文章に対して分析を行い 2000 以上の出現

頻度がある名詞に関してグラフを作成した。施工，工事，

業者，会社等の事業者，施工に関しての名詞が多く表れ

ており，その下に壁，基礎等の建物の部位があらわれて

おり，施工ミスの疑いを質問者が持っていることをきっ

かけに投稿が行われていることが示唆された。最も多い

名詞である，施工に関しては「本当にこんなに目立つ場

所にそのような施工をするのでしょうか」，「原因は施工

会社のミスなのに床の上の物は保障してくれないのでし

ょうか」のように施工そのものに対する不信感，施工会

社への不信感が投稿の原因となっているものが多く見ら

れた。また，タイトル，本文ともに「断熱」が上位にき

ており，断熱工法に関しての不安が投稿の原因となって

いると考えられる。 

 今回の解析では投稿のデータ数が非常に多く，それぞ

れの質問に対する回答について一般的な回答を得るよう

な手法を開発することができなかった。4077 の質問に

対して 13182 の発言が専門家と質問者からあり，より深

い分析を行えば，例えば，建物の部位ごとにどのような

問題が多く起こっているのか，推奨される対処方法はど

のようなものなのか等を分析できる。 

 

 

図 2-3 

表 3-1 アンケート概要 

図 3-1 外装点検の状況 
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3. 住宅の維持保全・住まい方に関して居住者の意識調

査 

3.1 調査の目的 

 藤平ら文 4）は木造住宅の維持保全計画やその実施状態

について，工務店の現状を把握するとともに，維持管理

の基本となる点検の周期，部位や方法のマニュアル化に

資する知見を体系化することを目的とした調査を実施し

ている。しかし，対象は工務店であり，維持保全の主体

である住宅の所有者に対する調査が実施されていない。

そこで，本報告では，住宅の維持保全・住まい方に関し

て居住者の意識やメンテナンス実態を把握するため，ア

ンケート調査を行った。アンケート概要を表 3-1 に示す。

今回対象としたのは札幌市，旭川市の北方型住宅，北海

道 R 住宅，一般住宅の居住者である。 

 

3.2 調査結果 

 図 3-1 に直近 10 年間の外装点検の実施状況を示す。

また，図 3-2 は外装点検の理由である。外装点検を行っ

た割合が最も高かったのは北方型住宅の 65.0%であった。

外装点検を実施した動機ではどの住宅でも「劣化や不具

合の兆候があったので，修繕等が必要か知りたかった」

という回答が多く，それぞれ北方型住宅で 53.8%，北海

道 R 住宅，一般住宅で 33.3％と比較的多かった。一方

で北方型住宅と北海道 R 住宅では「定期的な点検が必要

と考えた」を選択していた方が 46.2%，44.4%と多かっ

たのに対し，一般住宅では 22.2%と比較的少ない結果が

出た。北方型住宅と R 住宅には建設後に居住者が利用で

きるサポートシステムが備わっており，居住者に対し定

期的な維持管理の重要性を意識づけていると推察できる。

図 3-3 は住宅の点検及び修繕等の費用として今後 10 年

間でどのくらいの金額であれば準備(支出)可能か示し

たものである。金額は範囲が広いが，北方型住宅，北海

道 R 住宅の居住者のほうが実際の必要額に近い値を意識

しており，居住者が維持，メンテ

ナンスに関するリテラシーが高い

ことが示唆された。また，「考えて

いない」，無回答者を除く回答者の

平均回答額は 159.7 万円であっ

た。図3-4はどのようなメリット，

サービス若しくはペナルティ等が

あると，積極的に住宅の点検や修

繕等に取り組みたいと思うかにつ

いての結果である。どの対象住宅

でも「維持保全にかけた費用が所

得控除や税額控除を受けられる」，

「維持保全に掛けた費用が，資産

価値評価に反映される(将来的な売

却額に反映される)」の選択人数が

多く，ストックの維持活用を前提とした維持保全は自宅

が次の住まい手にわたるという社会の構築が必要不可欠

と考えられる。 

 

図 3-3 点検・修繕に支出可能な金額 

図 3-2 外装点検の理由 

無回答 

考えていない 

50 万円以下 

50-100
万円 

100-150
万円 

150-200
万円 

200 万円

以上 

図 3-4 点検・修繕のために希望するサポート 
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図3-1，3-2

直近10年間の外装点検の実施状況と実施理由

実施した 未実施

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計

北方型住宅

北海道Ｒ住宅

一般住宅

実施した 未実施
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0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

劣化や不具合の兆候があったので、修繕等が必要か

どうか知りたかった

定期的な点検が必要と考えた

施工工務店や販売業者から点検実施時期のお知らせ

があった

地震や台風等による破損等の心配があった

長期優良住宅の維持保全履行時期だと気がついた

無料診断等の訪問営業が来た

所管行政庁から長期優良住宅の維持保全状況などに

関する抽出調査があった

住宅履歴保管機関から点検実施時期のお知らせが

あった

その他

合計, n=31

北方型住宅, n=13

北海道Ｒ住宅, n=9

一般住宅, n=9

図3-4

どのようなサービス若しくはペナルティ等があると積極的に住宅の点検や
修繕に取り組みたいと思うか

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

維持保全に掛けた費用が、所得控除や税額控除を受けられる

維持保全に掛けた費用が、資産価値評価に反映される(将来的な売却額に反映される)

実施した修繕等に、継続的な点検サービスがある

建設時又は購入時に、維持保全の実施時期及び費用が明示される

実施した修繕等に、保証や保険(事故時の無償修理や損害補償)がある

維持保全が実施されていると、火災保険料の割引が受けられる

車検のように、点検及び修繕等を義務化する

建設費又は購入費に、維持保全費用が含まれている(住宅ローンで費用をまかなえる)

維持保全が実施されていると、大地震等の自然災害後に優先的に臨時点検を受けられる

維持保全が実施されていると、工務店や販売業者の買取保証サービスが受けられる

維持保全が未実施の場合、固定資産税が割増される

合計（ｎ=65）

北方型住宅（ｎ=20）

北海道Ｒ住宅（ｎ=28）

一般住宅（ｎ=17）

2. アンケート調査 9
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4. 劣化深刻度の決定 

4.1 判定手法の作成 

 建物の劣化については，国総研が総合的な調査文 5）を

行い，劣化状況を経過観察，部分補修，部分交換，大規

模改修に分類し，マニュアルを整備している。本報告に

おいてもこの手法を踏襲し，また，それぞれの劣化事象

について必要な修繕工事と費用について整理を行った。

北海道 R 住宅ストック流通推進協議会の協力のもと，札

幌市，江別市，旭川市で点検を行った住宅に実際に見ら

れた劣化を深刻度ごとにまとめた。今回の点検は外装の

うち，雨水の侵入を防止する屋根，外壁，開口部とした。

住宅点検を行った住宅に見られた劣化事象をまとめ，劣

化深刻度に応じた判定区分表を図 4-1～4-3 に示す。判

定区分表は 3 段階に区分されており，最も軽度である場

合は，経過観察，又は洗浄除去等が必要であり，その時

点では改修を伴わない劣化とした。まず，図 4-1 は屋根

の判定区分表と劣化事例である。屋根は建物の総合的な

劣化に与える影響が非常に大きいため，表面・塗装，母

材，目地材の三種類について，それぞれの劣化状態を分

類した。第一段階はいずれも深刻な汚れであり，洗浄，

除去が必要な段階である。第二段階は材料そのものに何

らかの劣化が見られる状態で，表面材は塗装等の劣化が

見られる段階，目地については硬化やひび割れで，いず

れも材料に対して直接のメンテナンスが必要な状態と定

義した。第三段階は深刻な状態で，早急な修繕がなけれ

ば他の部分へ影響が広がってしまうような劣化とした。

写真に示しているのは，左側が金属光沢の低下した屋根

材であり第二段階である。また，右側は錆が生じている

屋根で場所によっては亀裂が生じている可能性もあり，

再塗装，交換が必要な状態である。 

 図 4-2 は外装材の判定区分表である。外装材も屋根と

同様に劣化を放置すると雨水の侵入が起こりやすい場所

であり，継続的なメンテナンスが必要な場所である。ま

た，母材が窯業系と金属系では劣化によって生じる事象

が異なるためそれぞれについて評価を行うようにした。 

 中程度である場合は，概ね 3 年以内(次の点検前)に修

繕が必要である劣化とした。最も重度である場合は，材

料が機能喪失しており，早急な修繕が必要であり，必要

に応じて周辺の詳細調査をする必要がある劣化を示すこ

ととした。写真に示しているのは，左側が窯業系サイデ

ィングに生じた換気口周りの苔であり，一部は換気に伴

う結露によってサイディングに凍害が生じ，表面塗装の

劣化，シーリングの劣化も生じている。右側は金属系サ

イディングのチョーキングの状況である。チョーキング

は塗料に含まれている顔料が熱や紫外線，風雨によって

劣化し，壁を触るとチョーク上の粉が付着する現象であ

る。放置すると錆を生じるため，洗浄と再塗装が必要で

ある。 

 図 4-3 は目地の劣化に関する判定区分表である。目地

はさまざまな場所にあるが，主に窓周辺の目地の劣化を

判断するための評価基準となっている。上の写真はシー

リング材のひび割れの様子である。雨水の侵入の可能性

があり，早急な補修が必要である。また，下側の写真は

シーリングの接着面の剥離が生じている状態である。同

様に雨水の侵入の可能性があり，早急な補修と補修を行

う際に周辺の調査が必要な事例である。以上の補修につ

いてはおおよその工事金額が決まっており，6 章のライ

フサイクルコストの分析に利用した。 

硬化、ひび割れ、
⇒修繕が必要

接触⾯剥離、破断、⽋損
⇒⾬⽔が侵⼊している可能性
⇒早急な詳細調査・修繕が必要

苔・藻、カビ、ツタ・枝掛り、汚れ
⇒清掃除去が必要

⽬地材

光沢低下、変褪⾊、チョーキング、
もらい錆、
⇒再塗装が必要

釘浮き、ひび割れ、
⇒修繕が必要

⻲裂、膨れ、剥離
⇒⺟材に劣化が⽣じている可能性
⇒早急な再塗装が必要

含⽔膨張、腐⾷、下地が露出する破
損等、
⇒⾬⽔が侵⼊している可能性
⇒早急な詳細調査・修繕が必要

発錆、腐⾷、下地が露出する破損等
⇒⾬⽔が侵⼊している可能性
⇒早急な詳細調査・修繕が必要

苔・藻、カビ、ツタ・枝掛り、汚れ
⇒清掃除去が必要

反り、うねり、
⇒経過観察し、程度がひどくなって
いれば、詳細調査・修繕が必要

反り、うねり、
⇒経過観察し、程度がひどくなって
いれば、詳細調査・修繕が必要

外装材
>表⾯・塗装

 
>⺟材(窯業系) >⺟材(⾦属系)

光沢低下、変褪⾊、チョーキング、
もらい錆、
⇒再塗装が必要

硬化、ひび割れ、
⇒修繕が必要

⻲裂、膨れ、剥離、不陸・滞⽔
⇒⺟材に劣化が⽣じている可能性
⇒早急な詳細調査・再塗装が必要

発錆、腐⾷、下地が露出する破損等
⇒⾬⽔が侵⼊している可能性
⇒早急な詳細調査・修繕が必要

接触⾯剥離、破断、⽋損
⇒⾬⽔が侵⼊している可能性
⇒早急な詳細調査・修繕が必要

屋根材
>表⾯・塗膜

 
>⺟材(窯業系)

⽬地材

苔・藻、カビ、ツタ・枝掛り、汚れ
⇒清掃除去が必要

反り、うねり、
⇒経過観察し、程度がひどくなって
いれば、詳細調査・修繕が必要

汚れ
⇒洗浄が必要

図 4-1 屋根の劣化判定区分と劣化事例 

図 4-2 外壁の劣化判定区分と劣化事例 

図 4-3 目地の劣化判定区分と劣化事例 
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5.非暖房室の環境把握 

5.1 寒冷地の非暖房室の状況 

 寒冷地では住宅内に非暖房室がある場合，水蒸気が非

暖房室に流れ湿害が発生する。湿害が生じると内装材の

含水率が上昇し，汚損やひどい場合には構造材の被害が

生じるため非暖房室を作らないことが住宅の長寿命化に

つながる。しかし，断熱が十分ではなかった時代は，高

額な暖房費を支払うことが難しかったため，冬季は生活

をコンパクトにし，あえて非暖房室を作ることで，目先

のコスト優先の生活を行ってきたといえる。昨今は十分

な断熱性能を確保できるようになってきたため，建物全

体を暖房しつつ，冬季も開放的な生活を行うことができ

るようになってきたが，一方で，昨今もひきつづき省エ

ネルギー，省コストが意識されるため，高断熱住宅であ

っても暖房を行わない部屋がある場合もある。高断熱住

宅の室内環境を計測した研究は多くある文 6，7，8，9）。し

かし，非暖房室の室内環境が劣化に与える影響に注目し

た研究は多くない。本研究では，高断熱住宅における非

暖房室の実態について調査を行ったうえでシミュレーシ

ョンを行う予定であったが，新型コロナウィルスの感染

拡大によって実測が不可能となったため，十分なデータ

を得ることができなかった。但し，マイクロコンピュー

ターボードを利用した測定システムを開発し，現在測定

を実施中である。 

 

5.2 マイクロコンピューターボードを利用した測定シ

ステム 

 図 5-1 に開発した測定システムを示す。郵送用の段ボ

ール箱に CO2 センサー（sensirion 社 SCD41），VOC セン

サー（sensirion 社 SVM40）を貼り付け，マイクロコン

ピューターボード（M5stack）を用いてデータ収集を行

うシステムを構築した。SCD41 は通常使われている NIR

方式ではなく，光音響センシング原理を用いているため

電源の節約ができ，eCO2 よりも圧倒的に精度がよい。

また，電源に大容量のバッテリーを用いることで電源が

なくても約 1 週間の情報収集が可能である。また，各部

屋に設置する電池動作式のセンサー（オムロン社，

2JCIE）との間で BLE 通信によってデータを取得するシ

ステムを構築した。また，このシステムの特徴は安価で

あることである。CO2，VOC を１点，温湿度４点を計測

しているが総額５万円ほどで測定を行うことが可能であ

る。 

 

5.3 測定結果 

 図 5-2～5-4 に測定結果を示す。図 5-2 はリビングで

測定した温度，CO2，VOC である。10 月であるためすで

に暖房が始まっているが，夜間は暖房を切っているため，

温度低下している。しかし，断熱性能が高いため，8 時

間で 4℃程度の低下にとどまっている。また，CO2 に関

しては，リビングに居住者がいるときには 1000ppm 程度

であるが，夜間は居住者がリビングから寝室に移動する

ため，CO2 濃度が低下していた。その後，早朝の活動前

はほぼ 400ppm まで低下しており，換気が良好に行われ

図 5-3 室温の測定結果 

図 5-1 開発した測定システム 

図 5-2 CO2，VOC の測定結果 
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5.非暖房室の環境把握 

5.1 寒冷地の非暖房室の状況 
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額な暖房費を支払うことが難しかったため，冬季は生活

をコンパクトにし，あえて非暖房室を作ることで，目先

のコスト優先の生活を行ってきたといえる。昨今は十分

な断熱性能を確保できるようになってきたため，建物全

体を暖房しつつ，冬季も開放的な生活を行うことができ

るようになってきたが，一方で，昨今もひきつづき省エ

ネルギー，省コストが意識されるため，高断熱住宅であ

っても暖房を行わない部屋がある場合もある。高断熱住
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を得ることができなかった。但し，マイクロコンピュー

ターボードを利用した測定システムを開発し，現在測定

を実施中である。 

 

5.2 マイクロコンピューターボードを利用した測定シ

ステム 
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ピューターボード（M5stack）を用いてデータ収集を行

うシステムを構築した。SCD41 は通常使われている NIR

方式ではなく，光音響センシング原理を用いているため

電源の節約ができ，eCO2 よりも圧倒的に精度がよい。

また，電源に大容量のバッテリーを用いることで電源が

なくても約 1 週間の情報収集が可能である。また，各部

屋に設置する電池動作式のセンサー（オムロン社，

2JCIE）との間で BLE 通信によってデータを取得するシ

ステムを構築した。また，このシステムの特徴は安価で

あることである。CO2，VOC を１点，温湿度４点を計測

しているが総額５万円ほどで測定を行うことが可能であ

る。 

 

5.3 測定結果 

 図 5-2～5-4 に測定結果を示す。図 5-2 はリビングで

測定した温度，CO2，VOC である。10 月であるためすで

に暖房が始まっているが，夜間は暖房を切っているため，

温度低下している。しかし，断熱性能が高いため，8 時

間で 4℃程度の低下にとどまっている。また，CO2 に関

しては，リビングに居住者がいるときには 1000ppm 程度

であるが，夜間は居住者がリビングから寝室に移動する

ため，CO2 濃度が低下していた。その後，早朝の活動前

はほぼ 400ppm まで低下しており，換気が良好に行われ
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ていると考えられる。VOC は VOC index 文 10）を測定した。

VOC index は 100 をアベレージとした 1-500 の間で変化

する VOC の指標で 100-500 は空気質の悪化を意味してい

る。高い値は朝と昼に発現されており，調理に関係して

いると推測している。 

 図 5-3 はリビング（living），玄関（ent），寝室

（bed），脱衣室（bath）の室温である。リビングと脱

衣室はほぼ同様の変動となっており，良好な室内環境と

なっている。寝室はリビング，脱衣室よりも低いものの

18℃以上となっており，良好である。玄関は他の個所

と比べると 10℃以上低くなっており，この住宅の場合，

暖房されていないことがわかった。 

 図 5-4 はそれぞれの相対湿度である。温度と同様にリ

ビングと脱衣室が同様の変化であり，温度の低い玄関の

湿度が高くなっている。玄関の温度と湿度は 5℃ほど低

下すると結露が生じる状態であり，窓の性能が十分でな

い場合は結露が生じ，周辺で劣化が生じる可能性がある。 

 現在，本システムを 20 セットほど作成しており，今

後は郵送による測定を実施する予定である。 

 

6. ライフサイクルコストの分析 

6.1 VaR によるリスク管理手法 

 図 6-1 に VaR のコンセプトを示す。VaR は現在所有し

ている資産を一定期間保有し続けた場合に被る損失の可

能性を過去のデータをもとに計測する手法である。数学

的には現時点𝑡𝑡のポートフォリオの価値を𝑃𝑃�𝑡𝑡�として，

将来の時点τまでに生じる損失額Δ𝑃𝑃 �� 𝑃𝑃�𝜏𝜏� � 𝑃𝑃�𝑡𝑡��に
対して 

 𝑃𝑃���𝑃𝑃 � ��� � � (1)  

が成立するとき，損失額 X を，保有期間τ-t，信頼水準

100(1-α)%の VaR と呼ぶ。VaR を求めることは，損益Δ

P の分布の 100α％点を求めることである文 11)。 

 

6.2 シミュレーションによる点検・改修費の算出 

 本報告では都市計画基礎調査を用いて札幌市に実在す

る戸建住宅 35549 戸(全ての建物情報から木造専用住宅，

延床面積 90m2以上，2000 年以降)のデータから延べ床面

積，壁面積，窓面積，屋根面積を推定した。北海道 R 住

宅ストック流通推進協議会における北方型住宅，北海道

R 住宅の調査結果から，良質な住宅では経年による断

熱・気密性能の劣化や構造躯体の痛みは総じて少ないこ

とがわかっている。したがって改修対象を屋根，外壁，

開口部の 3 か所に限定し，ワイブル分布に基づく故障率

を発生させたモンテカルロシミュレーションを行って解

析した。ワイブル分布の累積分布関数(CDF)F(t)と確率

密度関数(PDF)f(t)は(2),(3)式に示す。 

 𝐹𝐹�𝑡𝑡� � 1 � 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒 �� ����
�� (2) 

 𝑓𝑓�𝑡𝑡� � �
� �

�
��

��� 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒 �� ����
�� (3) 

 外壁に利用される材料は約 10 年をピークに劣化が発

生し，25 年以上の外装材については交換の必要がある

場合が多いという住宅検査人の意見を参考に，形状パラ

メータと縮尺パラメータに下記の値を与え，CDF，PDF

に関して，図 6-2，図 6-3 に示す 2 つのグラフを得た。 

 � � 10,� � 3 (4) 

 今回のシミュレーションでは，35549 件の対象住宅を

点検スケジュールに関して表 6-1 示すようにランダムに

9 つのパターンを与えた。シミュレーションの概要を図

図 6-1 VaR の概要 

図 6-2 累積分布関数 

図 6-3 確率密度関数 

図 6-4 シミュレーションの概要 

時間，41 年間実施 

劣化の進行，修繕金額 

点検・修繕 
点検・修繕 点検・修繕 

Case 毎に決められた期間で点検を実施 
劣化が発生したら劣化に応じた修繕を実施 

点検を行わない場合，劣化が

進行し修繕金額が大きくなる 
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6-4 に示す。計算は 1 年ごとに 41 年間実施し，

スケジュールで決められた点検時に，劣化が生

じていた場合は，前章で定めた劣化深刻度に応

じた改修を行うとし，改修の程度に応じて改修

金額を積算した文 12)。また，住宅の品質確保の

促進等に関する法律に基づき，住宅の主要構造

部分の瑕疵について住宅の引き渡しから 10 年間

の瑕疵保証責任が義務付けられている。したが

って，建設後 10 年以内の改修に対しては保険で

賄われるとしてその改修費がかからないことと

した。 

 図 6-5 に，各 case の 41 年間のメンテナンス

総額をヒストグラムにて表した。case9 は住宅

を手放すまで一度も点検・改修を行わない設定

としているので，メンテナンスコストは 0 円と

なり，グラフは省略した。結果を見ると，最も

コスト分布が高くなっていたのは case8 であっ

た。case8 は今回のシミュレーション期間 41 年

間の中で点検・修繕を一度しか行わなかった場

合である。メンテナンスの間隔が長くなると，

劣化が進み一度の改修工事が高額となってしま

ったためであった。また，毎年点検を行ってい

る case3 よりも 3 年または 5 年おきに点検を行

っている場合のほうが総額の低い割合が多くな

っていた。この結果からメンテナンスの頻度に

より 41 年間のメンテナンスコストに生じる違い

を把握することはできるが，41 年間が経過した

ときの住宅の劣化状況までは考慮することがで

きない。そこで次節にて，住宅のメンテナンス

による売却までのライフサイクルコストへの影

響を検討した。 

 

6.3 ライフサイクルコストの算出 

 売却価格は，北海道 R 住宅ネットワークで検

討中である「北方型住宅流通価格見積システ

ム」を活用し設定した。図 6-6 に再販を考慮し

たライフサイクルコストの計算手法を示す。こ

の手法は住宅の資産価値評価にあたり，住宅の

良質性及び住宅の維持保全履行状況を反映した

評価手法である。中古住宅の建物再販価格は建

築基準価格(新築の相場価格)の 80％と仮定し，

そのうち中古住宅として再販するための必要な

工事費，工務店の利益，管理費などの諸経費を

差し引いたものを売却価格と設定した。再販す

るための必要な工事費は，今回のシミュレーシ

ョンの対象である屋根，外壁，開口部に関し

て，41 年目の劣化状況に応じて適した改修を行

うこととした。また，case1 から case6 までは

unti the 10th year After the 11th year
case1 every 3 years every 5 years
case2 every 5 years every 10 years
case3
case4
case5
case6
case7
case8
case9

every 30 years
not performed

every year
every 3 years
every 5 years
every 10 years
every 15 years
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4.0 

case3 
  

case7 
  図 6-5 計算結果の頻度分布 

cost(yen/m
2

) 

4.0 

表 6-1 シミュレーションのケース 

図 6-6 再販を考慮したライフサイクルコストの計算手法 
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10 年以内の間隔でメンテナンスを行っているため，あ

る程度の住宅の性能は保たれていると考えられる。した

がって中古住宅として再販するために必要な追加の工事

として「水廻り(キッチン，トイレ，洗面)交換」，「リ

フォームフロア施工，幅木交換」，「内装クロス，クッシ

ョンフロア張替え」，「設備工事」とした。また，case7

で は そ こ に 「 既 存 断 熱 材 全 交 換 」 を 追 加 し ，

case8,case9 では住宅をスケルトン状態にまでばらすこ

ととした。 

 次にメンテナンスの頻度による売却価格への影響を図

るため，case ごとに[41 年間のメンテナンスコスト]と

売却価格を定める[中古住宅として再販するために必要

な工事費]の合計値を求め，ヒストグラムを作成した。

結果を正規分布曲線として表したものを図 6-7 に示

す。この正規分布曲線から信頼水準 95％の VaR を求め

た。caseごとの平均値，標準偏差，信頼水準95%のVaR

を表 6-2 に示す。Case ごとの信頼水準 95%の VaR を用

いて，延べ床面積 100m2 の住宅におけるライフサイク

ルコストの比較を行った。その他考慮すべき住宅関連

費用として①住宅ローン支払い金額，②光熱費，③税

金を算出し，41 年間のライフサイクルコスト求めた結

果を図 6-8 に示す。41 年間のライフサイクルコストが

最も低額となったのは case4 の 3 年おきに住宅を点検

した場合であり，次に僅差で case5 の 5 年おきに改修

を行った場合が低くなっていた。この結果から，本シ

ミュレーションの条件下では適切な点検，メンテナン

スの頻度は 3 年から 5 年であった。また，最も高額と

なったのは case8 の 30 年目で一度だけ点検・改修工事

を行った場合であった。case4 と比較するとその差は

およそ 15,70 万円であり，大きな金額差が生まれるこ

とがわかった。case8 と case9 を比較した場合，case8

のほうが高額という結果が出ていることから，メンテ

ナンスの頻度が，一定以下である住宅では，売却価格

が 0 となってしまうため，メンテナンスによる資産価

値向上の効果を得ることができないことがわかった。 

 

7. 総括 

 本報告では，高断熱住宅のトラブルやメンテナンス

の実態を把握することで，高断熱住宅の劣化のフロー

図を作成し，それに対応する点検，メンテナンス手法

について整理し，住宅の建設から将来の売却，流通ま

でのライフサイクルコストについて，維持管理がどの

ような影響を与えるのかについて検討した。得られた

知見を以下に示す。 

1）NPO 住宅 110 番データの分析から居住者が不安と考

えている部位（基礎，断熱）を明らかにした。また，

施工について不信感を持っていることが多いことが明

らかになった。 

2）維持管理に関するアンケート調査から，居住者の住

宅の維持保全に対する意識・実態を明らかにした。一般

住宅に比べて，履歴保存を行っている北方型住宅，R 住

宅では維持保全に対する意識が高かった。 

3)住宅の劣化事例から住宅によくみられる劣化やその

深刻度について整理した。 

4）非暖房室の室内環境を安価に計測する機器を開発し

計測を実施した。 

5)VaR を利用した住宅のメンテナンス頻度によるライフ

サイクルコストの比較を行い，住宅の適切な点検，メン

テナンス頻度がこのシミュレーションの範囲では 3～5

年であることがわかった。 

 

図 6-7 メンテナンスコストと再販に必要なコストの合計値の

正規分布曲線 

表 6-2 平均値，標準偏差，信頼水準 95% 
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